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ま　え　が　き

　わが国企業はこれまで厳しい環境の中で、競争を勝ち抜いてきた。その事業展開の歴史こ

そ、グローバル化そのものであり、そうした刻々と変化し続ける環境の中で、さらに事業を

継続、そして、新規に発展させようという営みの連続であった。昨今、周知のとおり、AI
に代表される、新しいデジタル技術が、ビジネスの世界に入りつつある。そうした技術が、

働き方や職場、そして、ビジネスのあり方に、どのような影響を及ぼしていくのか、予測は

容易ではない。

　ただ、その一方で、このような技術革新によって、働き方や職場のあり方が変化するとい

うことは、企業にとって常態であったとも言えよう。振り返れば、「これからは、まさに・・・

の時代」と謳われた変化は断続的に現れてきた。1970 年代まで遡れば、オフィス事務機器

の機械化・電子化が始まった「OA 化」と呼ばれた動きや、1980 年代半ば頃からの、製造

機械の中にマイクロエレクトロニクスを組み込む、いわゆる ME 化など、その時代にとって

斬新で画期的な技術が次々と導入されてきた。そして今、今回のいわゆる DX 化が進みつつ

ある。技術そのものは当然、相当異なってはいるが、その根本はいつの時代も変わりなく、刻々

と変化する経営環境の中にあって、より安価で優れ、顧客のニーズに快く寄り添い、あるい

は、新たなニーズを創出するような製品やサービスを提供しうるのかを追求するということ

に求められよう。新しい、その時に「最も優れた」技術は、瞬く間に世界中に広がっていく。

競合他社は世界中にある。

　新しい技術を職場に導入しようとする時には、経営側と従業員側との協議や交渉は必須で

あろう。労使共に納得できる技術導入と職場・働き方の変化であれば、よりスムーズな移行

が可能となるのではないだろうか。今、まさに進みつつある DX 化においては、企業は従業

員とどのような協議やコミュニケーションを取っているのであろうか。DX 化と一言で言う

ものの、その全貌や射程さえ明確にはなっていないのが現状であるが、実際にどのような種

類の技術が、どのようなプロセスで導入されているのか、そこでどのような課題が生じてい

るのかを検討することは、今後を考える上でも、きわめて重要である。本書は、そうした課

題を検討した探索的な調査結果の報告である。

　本報告が、今後の新しい技術導入を考えるための基礎資料として参考になれば、幸いであ

る。

　2021 年 5 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   独立行政法人 労働政策研究 ･ 研修機構

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　樋　口　　美　雄
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